
①連結貸借対照表（平成23年3月31日現在） （単位：百万円）

うち普通会計 連結合計

93,596 43,971

91,890 36,034

2,640

1,706 5,295

2

8,261

909 3,921

566 3,457

6,497 278

289 186

5,015

4,978 47,892

うち歳計現金 948

37

106,872 137,482

②連結行政コスト計算書（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

（単位：百万円）

うち普通会計

20,800

3,256

2,581

675

6,247

2,215

113

3,919

9,943

3,127

1,306

5,510

1,354

389

965

1,486

19,314

　（２）回収不能見込計上額等

経常収益　ｂ

純経常行政コスト ａ－ｂ

　（２）補助金等

　（３）他会計とうへの支出金

４．その他のコスト

　（１）支払利息

　（２）維持補修費

　（３）減価償却費

３．給付にかかるコスト

　（１）社会保障給付

　（１）人件費

　（２）退職手当引当金繰入金等

２．物にかかるコスト

　（１）物件費

　（３）売却可能資産

２．投資等

　（１）投資及び出資金

　（２）貸付金

　（３）基金等

　（４）長期延滞債権等

３．流動資産

資産の部

１．公共資産

　（１）有形固定資産

　（２）無形固定資産

25,003

684

2,136

10,147

106,872

73,717

2,848

負債の部

１．固定負債

264

　（１）翌年度償還予定額

　（１）地方債

　（２）長期未払金

　（３）退職手当引当金

　（４）その他

２．流動負債

29,900

23,143

2,640

4,117

3,255

2,833

2,820

885

8,199

3,195

157

4,847

19,582

13,932

2,817

510

35,150経常行政コスト ａ

１．人にかかるコスト

　（１）資金

　（２）未収金等

資産合計

3,664

6,594

155

4,549

6,439

連結合計

137,482

連結合計

122,094

6,809

120,369

1,706

8,794

19

909

566

　行政コスト計算書は、施設の管理運営やごみの収
集、福祉といった1年間の経常的な行政サービスに
かかった経費（コスト）と、サービスの直接の対価で
ある受益者負担などの収入の状況を表すものです。
「人にかかるコスト」は退職手当負担金を含む職員
の人件費で、全体の12.9％、「物にかかるコスト」は
物件費や、有形固定資産の減価償却費など物や
サービスを消費・使用することにより生じるコストで、
全体の23.3％となっています。「給付にかかるコスト」
は生活保護や保険医療などの社会保障給付費、民
間団体等への補助金などで全体の55.7％と も大き
くなっています。
　また、コストの総額である経常行政コストが352億
円であるのに対し、使用料や分担金・負担金などの
受益者負担である経常収益は101億円で、経常行政
コストの28.9％を占めています。
　一方普通会計では、経常行政コストの総額が208
億円であるのに対し、経常収益は15億円となってお
り、不足する193億円は、税金などで賄う純経常行政
コストとなっています。

　（２）未払金

　（３）その他 143

33,155

　財務書類は、市の財政状況を、資産や負債といったストックの情報、減価償却を含むコストの情報、
キャッシュ・フローの情報など企業会計的な手法により表したもので、「貸借対照表」、「行政コスト計算
書」、「純資産変動計算書」及び「資金収支計算書」の4 表から構成されます。
　今回、平成２２年度の決算に基づき、普通会計（一般会計等）をはじめ公営事業会計や第三セクター
等を含む連結ベースの財務書類（市全体の財務書類）を作成しましたので、その概要についてお知ら
せします。

　貸借対照表は、年度末に保有する資産と、資産を形成するために要した財源（負債・純資産）の状況を示した
ものです。資産合計は1,375億円で、このうち道路や学校、下水、ごみ処理など行政サービスを提供するために
必要な有形固定資産が1,204億円と、資産全体の87.6％を占めています。このほか、資産の部には、売却可能
資産17億円や、財政調整基金を含む流動資産66億円を計上しています。一方、負債合計は479億円で、資産
合計に対して34.8％の割合となっています。

平成２２年度決算 西海市財務書類４表 ＜総務省方式改訂モデル＞

負債合計

純資産の部

純資産合計 89,590

うち普通会計

負債及び純資産合計



③連結純資産変動計算書（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

（単位：百万円）

うち普通会計

72,654

△ 19,314

20,270

4,237

9,274

4,184

△ 41

2,616

107

73,717

④連結資金収支計算書（平成22年4月1日～平成23年3月31日）

（単位：百万円）

うち普通会計

12,129

18,441

6,312

5,604

3,969

△ 1,635

7,617

3,062

△ 4,555

122

826

948

　　当期収支 ａ

　　期首資金残高 ｂ

　　期末資金残高 ａ+ｂ

２．公共試算整備収支

　　投資・財務的支出

　　投資・財務的収入

３．投資・財務的収支

　　経常的収入

１．経常的収支

　　公共資産整備支出

　　公共資産整備収入

資産評価替・無償受入 ｄ

期末純資産残高 ａ+ｂ+ｃ+ｄ

　　経常的支出

　地方交付税

　補助金等受入

　臨時損益

　その他

期首純資産残高　ａ

純経常行政コスト ｂ

財源調達 ｃ

　地方税

4,786

△ 1,688

7,812

3,362

25,650

32,117

6,467

6,474

329

6,110

6,439

9,447

98

△ 41

2,019

△ 4,450

89,590

連結合計

△ 25,002

24,936

4,237

9,274

連結合計

89,558

外海地区衛生施設組合

長崎県市町村総合事務組合

長崎県後期高齢者医療広域連合

　普通会計の他、自治体を構成するその他の特別会計や、自治体と連携協力して行政サービスを行う関係団
体や法人を一つの行政サービス実施主体とみなして作成します。作成に当たり、連結する一部事務組合や第
三セクター等は、各会計基準等に相違があるため、読替や修正等の調整を行っています。
　連結の対象は、普通会計のほか、全ての公営企業特別会計、公営事業特別会計、西海市が構成団体となっ
ている一部事務組合・広域連合、西海市が出資を行い業務運営に実質的に主導的な立場を有している第三セ
クターであり、具体的には下記一覧表のとおりです。

下水道事業会計

交通船事業会計

（財）西海市農業振興公社

（株）大島町中央商店街振興公社

　純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が1年
間にどのように増減したかを表すものです。行政コス
ト計算書における「純経常行政コスト」250億円は、純
資産の減少要因ですが、これを税金や地方交付税、
補助金など合わせて249億円で調達したことから、差
引1億円が純資産の減少に寄与しています。
　また、有形固定資産の評価替などによる変動額
を1億円計上しており、純資産残高は、連結ベー
スでの大きな変動はありませんでした。

　資金収支計算書は、単年度の収支の状況を、経常
的な収支、公共資産の整備などに係る収支、貸付金
や借入金といった投資・財務的な収支の、3つの性
質別に区分して示したものです。公共資産整備収支
の不足が17億円、投資・財務的収支の不足が45億
円生じていますが、この不足を経常的収支の黒字65
億円で賄い、全体として、資金が3億円増加していま
す。
　期末資金残高は64億円で、うち普通会計が50億円
（うち財政調整基金22億円、減債基金19億円、歳計
現金9億円※貸借対象表の流動資産の欄を参照）、普通会
計以外の会計・法人等で14億円となっています。

～地方公共団体財務書類とは～

特別養護老人ホーム大崎やすらぎ荘特別会計

公
営
事
業

特
別
会
計

国民健康保険特別会計

老人保健医療特別会計

後期高齢者医療特別会計

介護保険特別会計

公
営
企
業

特
別
会
計

水道事業会計

連結対象会計一覧（22年度決算）

連結対象団体等一覧（22年度決算） 【連結の範囲】
・一部事務組合、広域連合は全て連結対象で
す。

・第三セクター
　地方自治体の出資比率が50％以上の法人
はすべて連結の対象です。また、出資比率が
25％から50％未満の法人については、地方公
共団体からの役員派遣、財政支援等の実態
から、経営に実質的に主導的な立場を確保し
ている場合は連結対象となります。

　普通会計の他、自治体を
構成する特別会計を連結
して作成します。作成にあ
たり、各会計基準等に相違
があるため、読替や修正
等の調整を行っています。

～連結財務書類とは～

一
部
事
務

組
合
等

第
三

セ
ク
タ
ー

工業用水道事業会計

病院事業会計

簡易水道事業会計


